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〔論文の概要〕
 ．全般
１．研究の目的
（１） 商品企画の初期段階で使われる良質な仮説を得る方法を定式化す
ること
商品企画の初期段階で良質な仮説を得ることにより，後のプロセス
で検証の精度を高めヒット商品に結びつけることが可能になる。そ
のために良質な仮説を大量に得る方法を「誰にでも」，「簡単に」で
きるようにすることが重要である。
（２） 仮説重視型のサービス企画の手法を定式化すること
サービス企画は製品の企画とは異なり仮説を非常に重視する。そこ
で良質の仮説を利用してどのようにサービス企画を行うべきかを提
案していくことを目指す。
２．研究の背景・経緯
学位審査報告書
論文題目 商品企画における仮説創出手法の開発と
活用に関する研究
―サービス産業の商品企画プロセスの体系化を
目指して―
氏 名 小 久 保 雄 介
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（１）低迷の続く我が国の産業界で強く求められているのは「豊かな市場
を創造できる」新たな商品の仮説を発見し，具体的商品として企画
する方法論である。
アジア諸国の技術力・生産力が近年飛躍的に向上し，我が国の得意
とした高品質商品が低価格の海外商品に席捲されている。その一方
で，iPhone に代表されるような画期的商品の開発には遅れを取って
いる。活路を高価値商品の開発に見出すべきことは間違いないが，
そのためには創造的かつ確実な方法論が必要である。小久保氏は商
品企画プロセスの初期段階での仮説の重要性に着目し，多数の仮説
を顧客自身から自然な形で表出してもらう手法を学部の卒業研究か
ら手がけ，数々の工夫と検証を行い，学会発表を重ねつつより効果
的で使いやすい形にまとめ上げて来た。この方法はシンプルではあ
るが，現在の市場調査の主流である Web アンケート調査にもよく適
合し，今後普及する可能性を持つものと思われる。新商品の仮説が
企画者の単なる思いつきや技術者の技術シーズからではなく，顧客
自らが発するところは非常に興味深い。
（２）一方で小久保氏はサービス産業にも深く関心を寄せ，日本品質管理
学会「サービス産業における顧客価値創造研究会」の中心メンバー
として長年積極的に活動し，サービス産業における商品企画が製造
業に比し有効な方法論が乏しいこと，しかも特許などの知的財産権
で他社に対する優位性を確保することが困難なことを理解した。こ
の状況下では他社の追随できない極めて画期的なサービスを企画す
ることが重要である。同研究会の許で氏はコンジョイント分析を基
礎として，サービスの要素分解から最適なサービスを創造する実験
的な手法を開発検証し，同学会の全国大会で数度の口頭発表を行っ
た。
（３）これら２つの研究は当初各々独立に推進しており，それぞれ優れた
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成果を収めることに成功した。一方は全産業における仮説創出に活
用可能な創造的な手法であり，一方はサービス産業の特性を活かし
た分析的な手法である。これらの２つの大きな成果を本論文で統合
し，サービス産業の発展に寄与できる方法論として提案することを
試みた。発展途上のため，今後の研究に待つところも多いが，大き
な視野と産業界への有用性を備えた研究内容である。
３．論文の構成
各章の内容（詳細は付録）
１章 サービス企画における仮説の重要性
問題意識，目的，論文の概要
２章 商品企画システムについて
商品開発，サービス企画などに関する先行研究と課題
３章 仮説発掘手法の提案
良質な商品仮説発掘をアンケート形式で行う手法の提案，改良
４章 仮説発掘アンケートの有用性についての検証
他の３手法との比較による有用性の検討
５章 サービス産業における企画について
サービス企画の全国実態調査（２回）とその分析の結果
６章 サービス企画の手法の提案
サービスプロセスに着目したサービス企画手法の提案と仮説発掘
アンケートとの融合実験
７章 結語
研究の成果，結論，限界，今後の課題
商品企画における様々な問題点を提示し，それらを解決するために３
章，６章で解決策となる手法を提案する。３章ではより良質な商品仮説を
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どのように創出するかについて，６章ではサービス企画の方法をどのよう
に行うかについて実験，提案を行なっている。さらに４章では３章の手法
が有用であるかの確認，５章では６章の手法がなぜ必要かについてサービ
ス産業の実態を調査した。論文の流れを下図に示す。
本論文は，６章と終章とから成り，以下のような構成となっている。
＜体裁 本文１１５頁（１頁４０字×３３行，１，３２０字詰め。全約１５２，０００
字＞
 ．各章の概要
＜第１章＞
１章では，本研究に至った動機として，商品企画におけるシステマティ
ックな方法論の重要性，とりわけ顧客ニーズの把握について述べ，十分な
方法論が確立されていないことへの危惧を語っている。更にそれがサービ
ス産業ではとりわけ特許が取得しにくいという事情もあり，良質な仮説で
の差別化が必要であることを述べている。１．３節で冒頭に述べた目的を掲
げ，１．４節で論文各章の概要を説明している。
サービス企画について仮設発掘手法について
先行研究 ２章
商品開発，サービス企画論文の問題意識，目的 １章
商品企画における
仮設発掘手法の検討 ３章 サービス企画の実態 ５章
仮設発掘手法の比較 ４章 サービス企画手法の導出 ６章
まとめ ７章同時に使用した場合の実証例 ６章 ６．４
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＜第２章＞
２章では商品，サービス企画について先行研究のレビューを行った。品
質管理やマーケティングの文献を取り上げて問題を提示している。良質な
仮説を最初の段階で用意することで商品企画プロセスの後々の段階でそれ
らが検証され，より良い商品になるはずであるが，それらの理論では商品
の仮説をどのように作成し，活用していくかが明示されていない。仮説が
思いつきや技術先行であるとヒット商品に結びつくもの，結びつかないも
のが混ざり検証に時間がかかってしまう。また仮説を出す定性調査につい
ても幾つか触れているが，これらには仮説の量と質を確保できる手法が存
在していないという問題があった。サービス企画の手法についてはサービ
スマーケティングの世界で用いられるサービスブループリントとサービス
工学で開発された Service Explorer を取り上げた。これらは利用が難し
く，応用範囲も限定されている。
このような問題点を踏まえて「誰にでも」，「簡単に」行える手法にする
ため今回の研究の目標が重要ではないかという結論に至っている。
＜第３章＞
３章では，文章完成式アンケート手法の発展型である，仮説発掘アンケ
ート調査手法の開発の意義と経緯を述べている。
商品企画の前段階で良質な仮説を得ることが出来るように，アンケート
調査の形式を用いて，調査票の仕掛け（文体や質問の方法）を属性とし，
その属性のパターンを数水準動かし，組み合わせによりアンケート調査票
を多種類作成した。そこから得られた仮説を数値評価することによって，
良質なアンケートの設計方法を模索した。
２００２年の先行研究に続いて氏は２００４年，２００６年の２回にわたり実験調
査を行った。特に２００６年には延べ約５，３００名もの Web アンケート調査
を行い，その結果以下のような形式の調査票を用いることが望ましいとい
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う結論が得られた。
① 通常の質問文形式ではなく，友人との会話体とし，その主体となって
生き生きとした会話の中でアイデアを想起してもらう。
② アンケートの中で簡単なアイデア発想法に取り組んでもらうと良い。
商品の分野によってはアイデア発想法なしでも良い。
③ どのような商品でも，その良い点を聞く。
④ 他人のアイデアを参考例として入れておくと良い。
⑤ 商品を使うシチュエーションについて消費財は普段のシチュエーショ
ン，サービスについては滅多にないシチュエーションを聞くと良い。
＜第４章＞
４章では３章で得られた仮説発掘アンケートを他手法と比較することで
この手法の有用性を確認した。グループインタビュー，Twitter データを
用いた手法，日記調査による手法と仮説発掘アンケートの４手法で仮説の
質などを比較して，以下の結果を得た。
① 仮説発掘アンケートはその他の手法に対して評価の平均が高いという
意味で統計的に高度な有意差が認められる。
② コスト面，時間面での比較では，Twitter データを用いた手法がコス
トも時間も掛からず効率的ではある。
多少コスト，時間はかかるが，仮説の質の点では仮説発掘アンケートが推
奨できる。
＜第５章＞
５章では日本品質管理学会「サービス産業における顧客価値創造研究
会」の中心メンバーとして，我が国サービス産業の商品企画の実態につい
て２００８年，２０１０年の２回にわたり各７００名程度のサービス産業の商品企
画担当者に Web アンケートにより調査した結果を解説している。これら
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の調査で判明した内容は非常に多岐に及ぶが，代表的な事項のみを挙げる
と，以下のようになる。
① サービス業務での重視度や実態評価で業種横断的な分類を行ったとこ
ろ，成功度と関連する６つのクラスターに分かれ，成功度の低いグル
ープは人的な要素を改善することが急務であり，成功度の高いグルー
プは装置的な要素を改善することが重要である。
② サービス企画の成功度の高いグループほど，論理的でシステマティッ
クなステップを定式化して使用している。
以上のことから，サービス企画の成功のためには，企画プロセスのシステ
ム化を図ること，装置面設備面の企画も重視すべきであることが確認され
た。
＜第６章＞
６章ではサービス企画手法を提案するために２００９年に３回にわたり実
験的調査を行った。サービス企画の手順としてサービスプロセスを分解し，
それらの構成要素を属性とみなし，それぞれにアイデアを水準として設定
する。それら属性水準を直交表に割り付け，数種類のサービスプロセスを
作成し，回答者に評価をしてもらう。属性水準を説明変数に，評価値を目
的変数にした数量化Ⅰ類の分析を行うことでサービスプロセス各部分の影
響度の測定や，水準の組み合わせによる評価の予測を行うことが可能にな
った。
更にこの手法を活用する前段階として，３章で導出した仮説発掘手法を
用いることで良質の仮説を用いてサービス企画が行えないかを検討したと
ころ，仮説発掘アンケートの構成の方法を改善すれば，より創造的なサー
ビス企画が出来，かつその仮説の影響度の検証も同時に可能となるのでは
ないかという結果が得られた。通常の形式でのアンケート調査によるアイ
デア創出と比較した実験の結果では優位性を証明できなかったが，少数回
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答者での結果であるので，この部分は今後の研究課題である。
〔論文の評価と審査結果〕
 ．本論文の特徴
本論文は，以下の点で優れた特徴を有している。
① オリジナリティの高い２つの手法の開発に成功している。
１） 会話型の仮説発掘アンケートによる仮説創出
２） コンジョイント分析によるサービス企画
これらはいずれも先行研究に存在した手法を基礎にしながらも良く工夫
し，実用価値の高い新たな方法論を創出し，提案している。
② 多数の実証的調査を積み重ねており，実用価値が高い。
論文に現れるアンケート調査のみでも８回，延べ７，６００名にも及ぶ。
２系統の手法開発を実施したことと，学会研究会としての実態調査もあ
ったが，極めて広範囲で綿密な計画の下で実施され，それらが有機的
に活用されて成果に結実している。そのため，実際の商品企画の場面
で活用できる，実用価値の高い提案となっている。また，これらは１５
回もの学会発表で公表され，１つずつ成果を確認しつつ進めて来ている。
③ 分析のレベルが高い。
氏が学んだ因子分析，数量化手法，共分散構造分析など多様な分析手
法を駆使して論究しており，思いつきや想像で結論を得た部分は全く
ない。手法の活用も当を得ており，そのレベルは高い。
 ．本論文の課題
一方で今後に残された課題も多い。
① 実務レベルでの実証研究が必要である。
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実際の企業のサービス企画の場面で活用され成果を上げることで，
「机上の空論」でない方法論であることが真に証明される。これに関し
ては，今回の２つの手法を活用する試みが大手家電メーカーと日本品
質管理学会「サービス産業における顧客価値創造研究会」との産学共
同研究による「家電業界における新サービス創造」プロジェクトとし
て昨年秋よりスタートしており，氏が中心メンバーとして大いに活躍
している。この成果が１年以内に出る予定なので，期待される。
② 複雑なサービスに応用可能かどうか不明である。
現実のサービスは２つ以上が並列で進行したり，臨機応変に流れを変
えたりとか，人的要素が介在するためかなり複雑である。これらへの
本論文のモデルの適用は限界があると思われるが，今後の研究に待た
れる。
③ 第６章での，２手法（仮説発掘アンケート，コンジョイント分析によ
るサービス企画）同時使用の効果測定が未完成である。
２手法の使用により「豊富な仮説を抽出し」「論理的に最適なサービ
スを導く」狙いは正しいが，調査対象者の選定，実験計画に考察不十
分なところがある。これについては，前述の共同研究を通じてより深
い考究が成されることと思われる。
小久保氏の旺盛な探求心と高水準の調査分析能力に大いに期待するもの
である。
 ．論文審査及び最終試験の結果
審査委員３名（神田範明，小宮路雅博，増川純一）は平成２５年１月２４
日に論文の内容及びこれに関連のある分野に関する口述による試問を行い，
全員一致で合格と判断した。
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 ．学位授与の可否に関する意見
以上の結果から，本論文の提出者である小久保雄介氏に博士（経済学）
の学位を授与することができるものと認定する。
以上
平成２５年１月３１日
審査委員 主査 神 田 範 明
副査 小宮路 雅 博
副査 増 川 純 一
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